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１．１ 日本の港湾行政
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１．２ 港湾政策の現状と変化

• 均衡ある国土の発展をめざし国による再分
配政策：公共インフラの整備

• 低成長・財政再建の下、均一的な整備財源
に限界

• 整備面：インフラ整備において「選択と集中」
の必要性

• 運営面：効率的で効果的な運営の必要性
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日本の港湾数
• 2009年1月1日時点では、1009の港を整備
• 現在、936港が存在。
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日
本
の
重
要
港
湾
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選択と集中
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事業仕分け(特別会計）
平成22年10月28日

• 評価結果
• 国家戦略として、選択と集中の一層の徹底を
行っていただきたい。

• Ｂ／Ｃについては、①過大になりがちな需要
予測を根本から見直し、②事業費が事後的
に膨張することがないよう現実的なものとす
べく、検討会を立ち上げること。以上につき可
能な限り２３年度予算編成に反映をする。
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バルク貨物(バラ積み貨物）
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1.3 2つの分析の必要性

• 第一は、地域の港湾との適切な役割分担を
踏まえた国の港湾整備のあり方の検証の必
要性

• 第二は、すでに整備された港湾の広域化・(
国･地方・民の)連携を通じた港湾運営のあり
方の検証の必要性
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1.4 先行研究と本稿の貢献
• 整備と物流の関係に関わる先行研究は多数ある
• しかし、上で述べた2つの視点について、データを用いて実
証的に分析したものは存在しない。(実態把握から方向性を
提示したものはあるが。）

• 港湾は、国の港湾整備特別会計からの補助や直轄で地方
港湾が整備され、地方自治体によって運営されているものの
、港湾経営に関する個々の港湾を対象とする財務分析や、
港湾ガバナンスに関するデータや理論に基づいた研究は萌
芽的な領域である。

• （１）国全体の財政における投資的配分の評価、
• （２）港湾規制・特区の実態と評価、
• （３）港湾運営の費用効率性評価、
• （４）運営効率化政策の評価

などはなされていない。
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1.5 本発表の内容と構成
• 本報告書では新しい研究として４つの研究を行っている。
• 第２章：これまでの港湾整備の財政資金配分を初めて明ら
かにし、これまでの整備にかかった将来負担を明らかに。

• 第３章：規制の実態を整理し、効率的運営に向けた障害を明
らかに。

• 第４章：リードタイムデータを効率化指標として初めて用いて
、効率的な港湾運営に向けた施策の効果を明らかにし、港
湾運営効率化の取り組みはリードタイムなど港湾運営の効
率化に寄与していることを導出。

• 第５章では、港湾の財政データを初めて用いて、港湾のコス
ト構造から、港湾連携がコスト効率化に効果的であることが
明らかに。

• =>本日は、この中で、財政に関わる2章、5章を報告する！
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第2章 港湾整備に関する
特別会計の財政構造と実態把握

港湾整備費の透明性確保に向けて
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はじめに（１）

• 第二次世界大戦からの復興
–高度経済成長による輸出入の増大
–港湾整備の推進の必要性

• 港湾整備の「３点セット」
–根拠法・・・港湾整備緊急措置法（1961年制定）

• 2003年から社会資本整備重点計画法に統合

–計画・・・港湾整備計画（1961年～）
• 2003年から社会資本整備重点計画

–財源・・・港湾整備特別会計（1961年～）
• 2008年から社会資本整備事業特別会計に統合
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はじめに（２）：港湾整備緊急措置法の目的の変化

• 港湾整備緊急措置法の目的の変化
– 1961年の制定当初は「経済基盤の強化」
– 「貿易の拡大、生産の増産及び地域格差の是正
を図り、国民経済の健全な発展に寄与する」

– 1996年に部分的な改正
– 「良好な港湾環境の形成を通じて周辺の生活課
強の保全に資すること」「国民生活の向上に寄与
すること」が追加＝＞港湾事業の範囲拡大

–港湾整備における「緊急」の意味の変化
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はじめに（３）：本章の分析対象

• 本章の分析対象・・・港湾整備の特別会計
–根拠法と計画を財源面から裏付けする特会
– 2007年度以前は港湾整備特別会計
– 2008年度以降は社会資本整備事業特別会計に
統合（港湾勘定）＝＞実質的な変更はなし

–過去から現在に至る港湾整備がどのようになさ
れてきたかを検討

• 特に都市圏の港湾への整備は重点されているのか？
–今後の港湾整備の課題を考察
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図2-3 港湾整備勘定の歳入の推移
• 「他会計より
受入」はほと
んどが「一般
会計より受
入」

– 一般会計
に依存

• 1990年代の
バブル経済崩
壊後に急増＝
＞経済対策

• その後の公共
事業の縮減に
より減少へ
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図2-4 港湾整備勘定の歳出の推移

• 最大の項目は「港
湾事業費」

– 歳入の「一般会
計より受入」に
連動して増減

– 国の一般会計か
らの資金によっ
て港湾整備が実
施

• 港湾事業費の区分

– 「港湾事業費」は
北海道、離島、
沖縄以外の事業
費

– 港湾ごとの整備
費は不明
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図2-5 港湾整備の特別会計による直轄事
業費と補助事業費の推移

• 国の直轄事業と
地方自治体への
補助事業

• 直轄事業よりも
補助事業費の変
動は大きい

– 経済対策で増
加し、公共投

資の見直しで
減少

– 地方財政に与
えた影響は大
きかった
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地域別の港湾整備の状況

• 決算書では、港湾別の整備費を抽出できない
• 『公共投資総覧』には、当初予算ではあるが、港湾別
の投資額が掲載されている

– 国と地方の港湾整備費が含まれている
– 政府がどの地域を重視してきたかがわかる

• 重要港湾と特定重要港湾
– 重要港湾・・・国際海上輸送網又は国内海上輸送網の拠点、
その他の国の利害に重大な関係を有する港湾

– 特定重要港湾・・・重要港湾のうち国際海上輸送網の拠点
として特に重要な港湾

• スーパー中枢港湾（特定指定重要港湾）・・・東京港、横浜港、名古
屋港、四日市港、大阪港、神戸港
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図2-6港格別の整備費の推移

• 重要港湾と特定重
要港湾の配分は、
大きく変動していな
い

– 特定重要港湾へ
の整備費のシフト
はみられない

• 特別会計の決算
データとの比較から

– 1990年以降の経
済対策によって、
当初予算を大きく
上回る補正予算
が組まれたことが
わかる

 

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000
1

9
8

7
年
度

1
9

8
8
年
度

1
9

8
9
年
度

1
9

9
0
年
度

1
9

9
1
年
度

1
9

9
2
年
度

1
9

9
3
年
度

1
9

9
4
年
度

1
9

9
5
年
度

1
9

9
6
年
度

1
9

9
7
年
度

1
9

9
8
年
度

1
9

9
9
年
度

2
0

0
0
年
度

2
0

0
1
年
度

2
0

0
2
年
度

2
0

0
3
年
度

2
0

0
4
年
度

2
0

0
5
年
度

1
0

0
万
円

離島 避難港

特定重要港湾 重要港湾

港湾整備の特別会計からの港湾整備費



40

図2-7地域別の港湾における
整備集中度の推移

• その地域の整備
集中度＝当該地
域の港湾整備費
／港湾整備費の
全国平均

– 集中度が１を
超えれば平均
よりも整備が
集中

• 関東と近畿で大
きな集中度（その
他の地域は逆）

– 関東は変動が
大きい

• 集中度の変動係
数は低下傾向
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図2-8地域別の重要港湾における
整備集中度の推移

• 重要港湾の整
備集中度

• 北海道、東北、
九州が大きな
集中度

• 変動係数は低
下傾向
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図2-9地域別の特定重要港湾における整
備集中度の推移

• 特定重要港
湾の整備集
中度

• 関東と近畿で
大きいが低
下傾向

• 変動係数は
低下傾向

• 結果的に、都
市圏の港湾
への整備は
集中していな
いのではない
か？
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図2-11 三大都市圏とそれ以外の
港湾整備費の配分

• 2006年以降、近年の港湾
整備費（当初予算）

– 「三大首都圏」と「それ
以外」への配分の推移

• 「それ以外」の港湾整備
費は低下傾向

• 「三大都市圏」の港湾整
備費は微増

– 「それ以外」が減ってい
るため全体のシェアとし
ては増加

– 「三大都市圏」の港湾整
備はそれほど大きくなっ
ていない

– スーパー中枢港湾の指
定は成功したのか？
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図2-12 港湾整備による建設国債残高の
推移

• 港湾は、将来世代への便益をもた
らすため、将来負担とともに、整
備されている。

• その価値、効果把握とともに、そ
の額を知ることも重要。

• 決算データにより、港湾整備特別
会計による港湾整備に費やされ
た建設国債の残高を推計

– 当期末の建設国債残高＝「一般会計
より受入」＋前期末の建設国債残高
－（1.6％×前期末の建設国債残高）

• 港湾整備特別会計は8兆円を超
える潜在的な建設国債残高に依
存

• 道州制などを考える際、将来負担
配分をどうするのかが論点になる
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第2章 まとめ
• 国の港湾整備に関する特別会計の財政構造

– 特別会計の財源は国の一般会計に多くを依存
– 港湾整備費も経済対策に大きく連動

• 特に地方自治体への補助事業費にその傾向が大きい
– 港湾別の整備費の情報はほとんど開示されず

• 財政の透明性や財政民主主義の観点から改善必要

• 港湾整備の動向
– 重要港湾と特定重要港湾への整備費の配分は大きく変
動せず、特定重要港湾へのシフトができていない

– スーパー中枢港湾への整備シフトも大きくない

• 港湾整備の特別会計は国債8兆円を抱える
– 将来負担に見合う価値がある効率的な整備が必要
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第5章 港湾管理における規模
の経済性

－港湾管理者財政データによる実証分
析－
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(目的) 港湾管理において規模の経済性が働
いているのか否かを明らかにする。

（特徴） 港湾管理者財政データを利用して、
管理コストの分析を行った点。

（方法） 貨物１単位当たりの港湾管理コスト
を被説明変数として、回帰分析を行う。
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港湾収
入比率

独自財
源比率

移転収入比率
一般財
源比率

公債
比率国庫

支出金
他団体
支出金

計

主要８港 27.3% 28.0% 7.4% 1.4% 29.4% 6.9% 29.4%

特定重要港湾 24.0% 24.1% 9.8% 3.0% 29.3% 31.0% 29.3%

重要港湾 11.1% 11.8% 17.6% 3.2% 27.2% 38.6% 27.2%

全体 13.5% 14.2% 16.2% 3.1% 27.5% 35.8% 27.5%

出典：港湾管理者財政収支状況調査報告書より筆者計算・作成。



50
出典：港湾管理者財政収支状況調査報告書より筆者計算・作成。

管理費
比率

公債償還費
比率

人件費
比率

人件費/
管理費
比率

主要８港 36.4% 58.8% 12.8% 34.9%

特定重要港湾 31.2% 68.8% 11.0% 36.2%

重要港湾 28.6% 71.2% 11.7% 42.9%

全体 29.4% 70.1% 11.7% 41.7%
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出典：港湾管理者財政収支状況調査報告書より筆者計算・作成。

基本施設
整備費

運営施設
整備費

環境整備
保全施設
整備費

主要８港 51.7% 21.0% 27.3%

特定重要港湾 62.7% 19.9% 17.4%

重要港湾 73.3% 13.8% 12.9%

全体 70.8% 14.9% 14.3%
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出典：港湾管理者財政収支状況調査報告書より筆者計算・作成。

港湾収入/
（総支出－施
設整備費）

独自財源/
（総支出－施
設整備費）

港湾収入/
（総支出－施
設 整 備 費 －
公債償還費）

独自財源/
（総支出－施
設 整 備 費 －
公債償還費）

主要８港 46.9% 48.1% 119.5% 121.8%

特定重要港湾 43.7% 43.9% 141.5% 142.3%

重要港湾 23.7% 25.7% 91.4% 97.7%

全体 27.3% 29.1% 98.6% 104.0%
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港湾管理に規模の経済が働いているのかに関し
て、以下の点を検証する。

A)貨物量１単位当たりの港湾コストは、管理する
港湾の貨物量が大きいほど低下するのか？

B)貨物量１単位当たりの港湾コストは、管理する
港湾の貨物量が同じであれば、管理する港湾数
が少ないほど（一つの港湾の貨物量が大きいほ
ど）低下するのか？
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【説明変数】

①規模に関する要因 ・・・ 貨物量、港湾数
②制度要因 ・・・ 主要８港、特定重要港湾ダミー変数
③年度要因 ・・・ 16年度、17年度ダミー変数

【被説明変数】

貨物量１単位当たりの港湾コスト
（総支出/貨物量、総支出（公債費除く）/貨物量、
管理費/貨物量、 ）

【被説明変数】
ここでは２次関数を提示
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総支出/貨物量

貨物量
-2.5E-8
(0.000)

*** -2.4E-8
(0.000)

***

貨物量^2
9.1E-17
(0.000)

*** 8.7E-17
(0.000)

***

港湾数
0.009

(0.879)

主要８港ダミー
0.623

(0.024)
** 0.529

(0.011)
**

特定重要港湾ダミー
0.117

(0.522)

平成16年度ダミー
0.004

(0.976)

平成17年度ダミー
-0.002
(0.992)

定数項
1.244

(0.000)
*** 1.257

(0.000)
***

R 2

Adjusted R 2

観測値数

0.2494
0.2226
204

0.2478
0.2365
204
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総支出（公債費除く）/貨物量

貨物量
-1.2E-8
(0.000)

*** -1.0E-8
(0.000)

***

貨物量^2
4.2E-17
(0.000)

*** 3.7E-17
(0.000)

***

港湾数
0.022

(0.270)

主要８港ダミー
0.351

(0.000)
*** 0.260

(0.000)
***

特定重要港湾ダミー
0.075

(0.220)

平成16年度ダミー
0.043

(0.376)

平成17年度ダミー
-0.007
(0.886)

定数項
0.535

(0.000)
*** 0.578

(0.000)
***

R 2

Adjusted R 2

観測値数

0.3740
0.3516
204

0.3626
0.3531
204
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管理費/貨物量

貨物量
-2.6E-9
(0.000)

*** -2.5E-9
(0.000)

***

貨物量^2
9.2E-18
(0.000)

*** 9.1E-18
(0.000)

***

港湾数
-0.006
(0.279)

主要８港ダミー
0.078

(0.000)
*** 0.073

(0.001)
***

特定重要港湾ダミー
0.024

(0.188)

平成16年度ダミー
0.008

(0.585)

平成17年度ダミー
-0.004
(0.784)

定数項
0.152

(0.000)
*** 0.145

(0.000)
***

R 2

Adjusted R 2

観測値数

0.2794
0.2536
204

0.2636
0.2525
204
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総支出/貨物量

貨物量
-1.7E-8
(0.000)

*** -1.5E-8
(0.000)

***

貨物量^2
5.6E-17
(0.000)

*** 5.3E-17
(0.000)

***

港湾数
0.127

(0.000)
*** 0.113

(0.001)
***

特定重要港湾ダミー
0.105

(0.180)

平成16年度ダミー
-0.011
(0.874)

平成17年度ダミー
-0.014
(0.839)

定数項
0.576

(0.000)
*** 0.598

(0.000)
***

R 2

Adjusted R 2

観測値数

0.5931
0.5637

90

0.5839
0.5694

90
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総支出（公債費除く）/貨物量

貨物量
-8.2E-9
(0.000)

*** -7.8E-9
(0.000)

***

貨物量^2
2.8E-17
(0.000)

*** 2.7E-17
(0.000)

***

港湾数
0.046

(0.021)
** 0.041

(0.027)
**

特定重要港湾ダミー
0.035

(0.180)

平成16年度ダミー
-0.017
(0.874)

平成17年度ダミー
-0.034
(0.839)

定数項
0.379

(0.000)
*** 0.373

(0.000)
***

R 2

Adjusted R 2

観測値数

0.5316
0.4977

90

0.5244
0.5078

90
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管理費/貨物量

貨物量
-1.6E-9
(0.000)

*** -1.6E-9
(0.000)

***

貨物量^2
4.9E-18
(0.000)

*** 4.9E-18
(0.000)

***

港湾数
0.010

(0.013)
** 0.010

(0.012)
**

特定重要港湾ダミー
0.027

(0.006)
*** 0.027

(0.006)
***

平成16年度ダミー
-0.004
(0.874)

平成17年度ダミー
-0.005
(0.839)

定数項
0.065

(0.000)
*** 0.062

(0.000)
***

R 2

Adjusted R 2

観測値数

0.4371
0.3965

90

0.4347
0.4081

90
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港湾管理・貨物量においては規模の経済が働
いていることが確認された。

そのため、規模の小さい港湾については単独
で管理するのではなく、周辺の港湾と一緒に管
理する方が管理コストは低下すると考えられる
。

今後は道州制の導入などの際に、より広域の
連携を進めることが望まれる。
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本研究の総まとめ：背景
• 整備面での「選択と集中」の必要性
• 運営面においても、効率的で効果的な運営の必要性

• ＝＞「今後推進すべき産業の国際競争力強化等のための具
体的施策」として、整備と運営の両面から、「スーパー中枢港
湾と地域の港湾との適切な役割分担」が重要であるとし、わ
が国港湾の広域的な連携の強化、国と地方の協働のあり方
を明確にすることが重要

• （１）地域の港湾との適切な役割分担を踏まえた国の港湾整
備のあり方の検証の必要性と、（２）すでに整備された港湾
の広域化・(国･地方・民の)連携を通じた港湾運営のあり方
の検証の必要性が見えてくる。

• しかしながら、これまでの研究では、これらの視点に関して
は、データによる検証がなされていなかった。
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新しい研究

• 新しい研究として以下の４つの研究を行った。
• (第２章)：これまでの港湾整備の財政資金配分を初
めて明らかにしていた。

• (第３章)：規制の実態を整理し、効率的運営に向け
た障害を明示した。

• (第４章)：リードタイムデータを効率化指標として初
めて用いて、効率的な港湾運営に向けた施策の効
果を、明らかにした。

• (第５章)：港湾の財政データを初めて用いて、港湾コ
ストの構造を明らかにした。
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研究の結果わかったこと

• (第２章)：これまで均衡ある国土の発展主義で港湾整備がな
されてきた。また、近年は、都市に配分がなされてきている。
その一方で、整備には、これまで8兆円ほどの将来負担が生
まれており、道州制を導入する場合には、その将来負担の
国と地方の配分も問題になろう。今後の整備に向けては、よ
り一層の透明性が必要である。

• (第３章)：特区でさまざまな取り組みがなされたものの、効果
は限定的である。国際的な流れに追随していくためには、グ
ローバル・オペレータの誘致など効率性強化が必要となろう
。

• (第４章)：港湾運営効率化の取り組みはリードタイムなど港
湾運営の効率化に寄与していることが明らかとなった。

• (第５章)：港湾のコスト構造から、港湾連携がコスト効率化に
効果的であることが明らかとなった。
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提言と今後の視点の提供

• 本稿の研究から、より透明性のある効果的な整備とともに、
制度改革を進めながら、より一層の港湾運営の効率化を進
めるべきであることがわかる。また、外部性がある港湾間の
連携が効果的であることが、港湾コストの構造分析から明ら
かとなった。

• 公共政策評価、財政評価の視点から、これまで使われてい
なかった新しいデータを発掘し、これまでの港湾整備、港湾
運営にかかわる政策評価に加え、今後の政策のあり方に関
わる港湾コスト構造の解明など、今後の港湾政策のあり方を
考える上で、いくつかの重要な視点を提示した。今後の研究
発展への寄与を期待。


